
内（金） 110    

（単位：人）

その他の
振替

＜12＞
予算定員 △ 12 
（組織）金融庁 1,561 49 △ 11 12 38 1,599 行(一) 5級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人
行(一) 1級 12ヶ月 1人

金融サービス利用者相談室における相談内容
の分析、関係機関との連携強化等

行(一) 6級 9ヶ月 1人

行(一) 6級 9ヶ月 1人
＜12＞ 行(一) 5級 9ヶ月 1人
△ 12 行(一) 3級 9ヶ月 2人

（項）金融庁共通費 1,561 49 △ 11 12 38 1,599 行(一) 1級 9ヶ月 2人
行(一) 5級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人

＜12＞ 行(一) 5級 9ヶ月 1人

△ 12 行(一) 3級 9ヶ月 1人

定員令1条 1,556 49 △ 11 12 38 1,594 行(一) 5級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人
行(一) 5級 9ヶ月 1人

大臣等特別職 5 5 行(一) 3級 9ヶ月 1人

業務・リスクカテゴリー別モニタリングチーム体
制の強化

行(一) 5級 12ヶ月 5人

行(一) 6級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人
行(一) 6級 9ヶ月 1人
行(一) 5級 9ヶ月 1人
行(一) 4級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人
行(一) 5級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人
行(一) 6級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人
行(一) 6級 9ヶ月 1人

行(一) 3級 9ヶ月 1人

行(一) 5級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人
行(一) 6級 12ヶ月 1人
行(一) 5級 12ヶ月 2人
行(一) 6級 9ヶ月 1人
行(一) 5級 9ヶ月 3人

行(一) 3級 9ヶ月 3人

行(一) 5級 9ヶ月 1人
行(一) 3級 9ヶ月 1人

（自律的再配置）
計12人
金融モニタリング体制強化のための増 12ヶ月 12人

（業務改革による減）
計△12人
検査企画・審査体制の見直しによる減 12ヶ月 12人

【△12】 （削減）
＜12＞ 計△11人
△ 12 定員合理化に基づく減 12ヶ月 11人

所管計 1,561 49 △１１ 12 38 1,599 

再任用短時間勤務職員 （新規増員）
なし

（組織）金融庁 8 8

（項）金融庁共通費 8 8

計 8 8

企画・立案機能の充実・強化に向けた体制の
整備

（新規増員）
計49人

国際会計基準適用企業の増加及び海外監査
監督当局との連携強化に対応するための体制
整備（5年間（平成31年度末）の時限）

スチュワードシップとガバナンスの強化に向け
た取組みのための体制整備

国際的な要請に対応するための監督体制の整
備（5級及び3級は3年間（平成29年度末）の時
限）

新たな課題に対応するための業態別モニタリン
グ体制の強化

投資型クラウドファンディングを取り扱う業者及
び適格機関投資家等特例業務届出者等に対
する検査体制の整備（3級2人は3年間（平成29
年度末）の時限）

デジタルフォレンジック体制の強化・整備

投資型クラウドファンディングに係る監督体制
強化

ORSAレポートの分析（第二の柱）及び内部モ
デル承認（第一の柱）の体制整備（2年間（平成
28年度末）の時限）

保険商品の認可・届出に係る体制整備

金融犯罪の増加及び手法の多様化に係る対
応の強化（3年間（平成29年度末）の時限）

合理化
計画人員

会計間振替

アジア金融連携センターの運営に係る体制強
化（1級は5年間（平成31年度末）の時限）

東京の国際金融センター化に向けた体制整備
（1級2人は5年間（平成31年度末）の時限）

市場行政部門の総合調整を行うための体制整
備
店頭デリバティブ市場に関する制度の企画・立
案に係る体制整備（3年間（平成29年度末）の
時限）

独法移行減
新規増員

区　　　　　分

アタッシェ

27年度末
定　　　員

26年度末
定　 　 員

減員

削減
差引増減

27年度要求人員増△減

　　内閣府所管（金融庁）

司法修習

振替

各省間振替

平成27年度概算要求定員表

積算内訳
月数級職種

増△減
人員数

－110－


